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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　研磨面を有した研磨テーブルと、
　圧力流体が供給される圧力室を形成する弾性膜であるメンブレンと、該メンブレンを保
持するトップリング本体とを有し、圧力室に圧力流体を供給することで流体圧により基板
を研磨面に押圧するトップリングと、
　装置内の各機器を制御する制御部とを備え、
　前記制御部は、予め測定したメンブレンの伸び易さを入力することによりメンブレンの
伸び易さに合わせて研磨条件を変更することを特徴とする研磨装置。
【請求項２】
　前記メンブレンの伸び易さが、ゴム硬度から導かれるパラメータであることを特徴とす
る請求項１に記載の研磨装置。
【請求項３】
　前記メンブレンの伸び易さが、ゴムの伸びやすさから導かれるパラメータであることを
特徴とする請求項１に記載の研磨装置。
【請求項４】
　前記メンブレンの伸び易さが、メンブレンの内側をある一定の圧力で加圧した際の伸び
量であることを特徴とする請求項１に記載の研磨装置。
【請求項５】
　前記伸び量が、メンブレン表面の伸び量を範囲ごとに重み付けした結果から導き出され
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ることを特徴とする請求項４に記載の研磨装置。
【請求項６】
　前記伸び量が、メンブレン表面の最外周近傍の伸び量を測定した結果から導き出される
ことを特徴とする請求項４に記載の研磨装置。
【請求項７】
　弾性膜であるメンブレンにより形成された圧力室を備えたトップリングにより基板を保
持し、圧力室に圧力流体を供給することで流体圧により基板を研磨面に押圧して研磨する
研磨方法であって、
　メンブレンを交換する際に、予め測定したメンブレンの伸び易さを装置に入力し、研磨
条件を変更することを特徴とする研磨方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、研磨装置および方法に係り、特に半導体ウエハなどの研磨対象物（基板）を
研磨して平坦化する研磨装置および方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、半導体デバイスの高集積化・高密度化に伴い、回路の配線がますます微細化し、
多層配線の層数も増加している。回路の微細化を図りながら多層配線を実現しようとする
と、下側の層の表面凹凸を踏襲しながら段差がより大きくなるので、配線層数が増加する
に従って、薄膜形成における段差形状に対する膜被覆性（ステップカバレッジ）が悪くな
る。したがって、多層配線するためには、このステップカバレッジを改善し、然るべき過
程で平坦化処理しなければならない。また光リソグラフィの微細化とともに焦点深度が浅
くなるため、半導体デバイスの表面の凹凸段差が焦点深度以下に収まるように半導体デバ
イス表面を平坦化処理する必要がある。
【０００３】
　従って、半導体デバイスの製造工程においては、半導体デバイス表面の平坦化技術がま
すます重要になっている。この平坦化技術のうち、最も重要な技術は、化学的機械研磨（
ＣＭＰ（Chemical　Mechanical　Polishing））である。この化学的機械的研磨は、研磨
装置を用いて、シリカ（ＳｉＯ２）等の砥粒を含んだ研磨液を研磨パッド等の研磨面上に
供給しつつ半導体ウエハなどの基板を研磨面に摺接させて研磨を行うものである。
【０００４】
　この種の研磨装置は、研磨パッドからなる研磨面を有する研磨テーブルと、半導体ウエ
ハを保持するためのトップリング又は研磨ヘッド等と称される基板保持装置とを備えてい
る。このような研磨装置を用いて半導体ウエハの研磨を行う場合には、基板保持装置によ
り半導体ウエハを保持しつつ、この半導体ウエハを研磨面に対して所定の圧力で押圧する
。このとき、研磨テーブルと基板保持装置とを相対運動させることにより半導体ウエハが
研磨面に摺接し、半導体ウエハの表面が平坦かつ鏡面に研磨される。
【０００５】
　このような研磨装置において、研磨中の半導体ウエハと研磨パッドの研磨面との間の相
対的な押圧力が半導体ウエハの全面に亘って均一でない場合には、半導体ウエハの各部分
に与えられる押圧力に応じて研磨不足や過研磨が生じてしまう。半導体ウエハに対する押
圧力を均一化するために、基板保持装置（トップリング）の下部に弾性膜（メンブレン）
から形成される圧力室を設け、この圧力室に圧縮空気などの圧力流体を供給することで弾
性膜を介して流体圧により半導体ウエハを研磨パッドの研磨面に押圧するタイプの研磨装
置も用いられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－３２４４５８号公報
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【特許文献２】特開２００６－１２８５８２号公報
【特許文献３】特開２００４－３４９３４０号公報
【特許文献４】特開２００７－１９６６０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述したように、研磨装置においては、半導体ウエハ等の基板を研磨パッドに押圧する
ことで研磨が行われる。基板の研磨は高い制御性と安定性が基板全域にわたって求められ
る。メンブレンを用いた研磨装置には、メンブレンに径方向に区分けされた複数の圧力室
を設け、各圧力室に供給される圧力流体の圧力をそれぞれ制御することにより、基板の径
方向に沿った各領域毎（エリア毎）に異なった圧力で半導体ウエハを押圧することが可能
なタイプの研磨装置がある。このタイプの研磨装置では、それぞれの圧力室の圧力差から
研磨レートの分布を形成する。
【０００８】
　メンブレン（弾性膜）を用いた研磨装置においては、基板全域の研磨レートが最適にな
るように、メンブレンへの圧力条件を変えることでチューニング（生産を完全に停止して
実施する研磨条件の調整）を行い、研磨条件を決定する。しかしながら、基板を加圧する
メンブレンを交換すると再現性の乏しい研磨レートが得られることがあり、チューニング
を再度行ったり、メンブレンを交換したりすることがあった。
【０００９】
　そのため、本発明者らは、メンブレンを交換した場合に再現性の乏しい研磨レートが得
られる原因を解明するために、メンブレン自体の特性について測定して測定結果の解析を
行うとともに、メンブレンを交換してウエハの研磨を行う実験を繰り返し行った。その結
果、以下の知見を得たものである。
【００１０】
　ゴム製品であるメンブレンは金型で成型するものの、寸法、硬度、弾性係数などの個体
差によって伸び易さの差が存在する。メンブレンが伸びることで基板を押圧する研磨方法
では、この伸びにくさは圧力損失となるから、圧力等の研磨条件はその損失を見込んで決
定する必要がある。
　メンブレン自体に伸び易さの個体差が存在すると、消耗品であるメンブレンを交換した
際に研磨特性が変わってしまい、研磨性能の安定性を損なう要因となる。この不安定性は
基板の外周部で顕著に見られ、予め不安定性を見込んだ研磨圧力の設定を行うか、部品の
選別を行うことで対処する必要があるが、前者は不安定性を根本的に解決できるわけでは
なく、後者は消耗品のコストが高くなるという問題が生ずる。また、メンブレンの伸び易
さに応じて研磨レシピを再度チューニングする方法も考えられるが、その方法では生産性
が著しく低下してしまうことになる。
【００１１】
　メンブレンの伸び易さが特に影響を与えるのが、基板外周縁部の研磨レートである。
　本発明で用いるメンブレンではメンブレン最外周の側壁には縦方向の伸びやすさに配慮
した折り返しが設けられるが、それでもこの縦方向の伸び易さには個体差があり、１個の
個体の中でも周方向にばらつきが存在する。この側壁は大気圧と研磨圧力の境界であるこ
とから横方向力を受けなければならず、縦方向の伸び易さのみを優先することができなく
なる。これは横方向へ伸びてしまうと縦方向への伸び易さが阻害されるからである。
　同じ壁でも加圧エリアを分割している隔壁の場合、その両側に圧力室があり、この二つ
の圧力室の力で隔壁を伸ばすことになるので、相対的に伸び易さの影響を受けにくい。
　基板の研磨レートを制御する上で、もっとも難しい領域が基板の外周縁部である。いわ
ゆるエッジエリアと呼ばれるこの領域では、メンブレン側壁の伸び量のばらつきがそのま
ま研磨レートのばらつきとして反映されてしまうことになる。エッジエリアの研磨レート
制御が難しい理由には、リテーナリングによるパッドのリバウンド量制御が難しい、研磨
部と非研磨部との境界面であることによる温度やスラリー（研磨剤）の分布の変化が大き
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い、ということもある。
【００１２】
　本発明は、上記知見に基づいてなされたもので、半導体ウエハ等の基板を研磨面に押圧
するためのメンブレンの特性を装置に入力することにより、メンブレンの特性に合わせた
最適な研磨条件で基板を研磨することができる研磨装置および方法を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明の研磨装置の第一の態様は、研磨面を有した研磨テーブルと、圧力流体が供給さ
れる圧力室を形成する弾性膜であるメンブレンと、該メンブレンを保持するトップリング
本体とを有し、圧力室に圧力流体を供給することで流体圧により基板を研磨面に押圧する
トップリングと、装置内の各機器を制御する制御部とを備え、前記制御部は、予め測定し
たメンブレンの伸び易さを入力することによりメンブレンの伸び易さに合わせて研磨条件
を変更することを特徴とする。
　本発明によれば、予め測定されたメンブレンの伸び易さを制御部に入力すると、制御部
はメンブレンの特性に合わせて研磨条件を変更する。そのため、メンブレンの特性に合わ
せた最適な研磨条件で基板を研磨することができるので、メンブレンを交換した場合に、
メンブレンの個体差があってもその個体差を補正することができ、再現性に優れた研磨レ
ートを得ることができる。
【００１４】
　本発明の好ましい態様は、前記メンブレンの伸び易さが、ゴム硬度から導かれるパラメ
ータであることを特徴とする。
　本発明によれば、メンブレンのゴム硬度を予め求めておくことにより、メンブレンの伸
びやすさを把握することができる。したがって、メンブレンのゴム硬度に応じて、メンブ
レンに加える研磨圧力等の研磨条件を最適なものにすることができる。ゴム硬度は、例え
ば、デュロメータで測定した硬度である。
【００１５】
　本発明の好ましい態様は、前記メンブレンの伸び易さが、ゴムの伸びやすさから導かれ
るパラメータであることを特徴とする。
　本発明によれば、メンブレンを構成するゴムの伸びやすさに応じてメンブレンに加える
研磨圧力を最適な値にすることができる。例えば、伸びやすいメンブレンの場合には、圧
力室に供給する流体の圧力を下げるように補正し、伸びにくいメンブレンの場合には圧力
室に供給する流体の圧力を上げるように補正することにより、メンブレンを交換した場合
でも基板に加える研磨圧力を常に最適な値にすることができる。
【００１６】
　本発明の好ましい態様は、前記メンブレンの伸び易さが、メンブレンの内側をある一定
の圧力で加圧した際の伸び量であることを特徴とする。
　本発明によれば、メンブレンの内側をある一定の圧力で加圧した際の伸び量を測定する
ことにより、メンブレンの伸びやすさを把握することができる。そして、メンブレンの伸
びやすさに応じてメンブレンに加える流体の圧力を最適な値にすることができる。
【００１７】
　本発明の好ましい態様は、前記伸び量が、メンブレン表面の伸び量を範囲ごとに重み付
けした結果から導き出されることを特徴とする。
　本発明によれば、メンブレンの特定範囲（エリア）における伸びが他の範囲より研磨レ
ートに与える影響が大きいという場合には、この特定範囲の伸び量に重み付けをして、メ
ンブレンの伸び量を求める。
【００１８】
　本発明の好ましい態様は、前記伸び量が、メンブレン表面の最外周近傍の伸び量を測定
した結果から導き出されることを特徴とする。
　本発明によれば、研磨レートのばらつきが基板の最外周近傍に発生することが多いので
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、メンブレンの伸び量をメンブレンの最外周近傍を集中的に測定した結果から求める。
【００２２】
　本発明の研磨方法は、弾性膜であるメンブレンにより形成された圧力室を備えたトップ
リングにより基板を保持し、圧力室に圧力流体を供給することで流体圧により基板を研磨
面に押圧して研磨する研磨方法であって、メンブレンを交換する際に、予め測定したメン
ブレンの伸び易さを装置に入力し、研磨条件を変更することを特徴とする。
　本発明によれば、予め測定されたメンブレンの特性である伸び易さに合わせて研磨条件
を変更することができる。そのため、メンブレンの特性に合わせた最適な研磨条件で基板
を研磨することができるので、メンブレンを交換した場合に、メンブレンの個体差があっ
てもその個体差を補正することができ、再現性に優れた研磨レートを得ることができる。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明は、以下に列挙する効果を奏する。
（１）予め測定されたメンブレンの特性に合わせて研磨条件を変更する構成であるため、
メンブレンの特性に合わせた最適な研磨条件で基板を研磨することができる。したがって
、メンブレンを交換した場合に、メンブレンの個体差があってもその個体差を補正するこ
とができ、再現性に優れた研磨レートを得ることができる。
（２）測定器により測定されたメンブレンの伸び量に合わせて研磨条件を変更する構成で
あるため、メンブレンの長時間使用により経時的に伸び量が変化しても、伸び量を都度も
しくは定期的に測定し、測定された伸び量に合わせた最適な研磨条件で基板を研磨するこ
とができる。
（３）メンブレンの円周方向に伸び量のばらつきがあっても、メンブレンをトップリング
に取り付ける際に伸び量の少ない範囲が研磨面に対して近づくように傾けて取り付けるこ
とにより、基板に加わる研磨圧力が円周方向で均一になり、円周方向で均一な研磨プロフ
ァイルを確保することが可能である。
（４）メンブレンの円周方向に伸び量のばらつきがあっても、リテーナリングの面圧分布
を円周方向で変化させることにより、基板に加わる研磨圧力が円周方向で均一になり、円
周方向で均一な研磨プロファイルを確保することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】図１は、本発明に係る研磨装置の全体構成を示す概略図である。
【図２】図２は、研磨対象物である半導体ウエハを保持して研磨テーブル上の研磨面に押
圧する基板保持装置を構成するトップリングの模式的な断面図である。
【図３】図３（ａ）は、第１圧力室と第２圧力室に圧力流体を供給したときのメンブレン
の隔壁の挙動を示す模式図であり、図３（ｂ）は、第３圧力室に圧力流体を供給したとき
のメンブレンの側壁の挙動を示す模式図である。
【図４】図４（ａ），（ｂ），（ｃ）は、圧力室に圧力流体を供給する前後におけるメン
ブレンの状態を示す模式的な断面図である。
【図５】図５は、メンブレンの伸び量を測定する一例を示す模式図である。
【図６】図６は、メンブレンの伸び量を測定する他の例を示す模式図である。
【図７】図７（ａ）～（ｃ）は、メンブレンの伸び測定結果と研磨レートとの関係を示す
グラフ、研磨圧力と研磨レートとの関係を示すグラフ、およびメンブレンの伸び測定結果
と補正後の研磨圧力の関係を示すグラフである。
【図８】図８は、メンブレンの伸び易さの補正なしの場合と補正有りの場合におけるトッ
プリングの圧力コントロールの相違について説明する模式図である。
【図９】図９は、メンブレンの伸び易さの補正なしの場合と補正有りの場合における装置
の操作手順の相違について説明する模式図である。
【図１０】図１０は、研磨装置上でメンブレンの伸び量を測定する方法を示す模式的側面
図である。
【図１１】図１１（ａ），（ｂ）は、研磨装置上でメンブレンの伸び量を測定する方法を
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示す模式的平面図である。
【図１２】図１２（ａ），（ｂ）は、トップリングを傾ける方法を示す模式的断面図であ
る。
【図１３】図１３（ａ），（ｂ），（ｃ）は、リテーナリング圧力室を３分割または６分
割した例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明に係る研磨装置の実施形態について図１乃至図１３を参照して詳細に説明
する。なお、図１から図１３において、同一または相当する構成要素には、同一の符号を
付して重複した説明を省略する。
【００２６】
　図１は、本発明に係る研磨装置の全体構成を示す概略図である。図１に示すように、研
磨装置は、研磨テーブル１００と、研磨対象物である半導体ウエハ等の基板を保持して研
磨テーブル上の研磨面に押圧するトップリング１とを備えている。
　研磨テーブル１００は、その下方に配置されるテーブル回転モータ１０３に連結されて
おり、その軸心の周りに回転可能になっている。研磨テーブル１００の上面には研磨パッ
ド１０１が貼付されており、研磨パッド１０１の表面１０１ａが半導体ウエハＷを研磨す
る研磨面を構成している。研磨テーブル１００の上方には研磨液供給ノズル（図示せず）
が設置されており、この研磨液供給ノズルによって研磨テーブル１００上の研磨パッド１
０１上に研磨液（スラリー）が供給されるようになっている。
【００２７】
　なお、市場で入手できる研磨パッドとしては種々のものがあり、例えば、ロデール社製
のＳＵＢＡ８００、ＩＣ－１０００、ＩＣ－１０００／ＳＵＢＡ４００（二層クロス）、
フジミインコーポレイテッド社製のＳｕｒｆｉｎ　ｘｘｘ－５、Ｓｕｒｆｉｎ　０００等
がある。ＳＵＢＡ８００、Ｓｕｒｆｉｎ　ｘｘｘ－５、Ｓｕｒｆｉｎ　０００は繊維をウ
レタン樹脂で固めた不織布であり、ＩＣ－１０００は硬質の発泡ポリウレタン（単層）で
ある。発泡ポリウレタンは、ポーラス（多孔質状）になっており、その表面に多数の微細
なへこみまたは孔を有している。
【００２８】
　トップリング１は、半導体ウエハＷを研磨面１０１ａに対して押圧するトップリング本
体２と、半導体ウエハＷの外周縁を保持して半導体ウエハＷがトップリングから飛び出さ
ないようにするリテーナリング３とから基本的に構成されている。
【００２９】
　トップリング１は、トップリングシャフト１１１に接続されており、このトップリング
シャフト１１１は、上下動機構１２４により揺動アーム１１０に対して上下動するように
なっている。このトップリングシャフト１１１の上下動により、揺動アーム１１０に対し
てトップリング１の全体を昇降させ位置決めするようになっている。トップリングシャフ
ト１１１の上端にはロータリージョイント１２５が取り付けられている。
　トップリングシャフト１１１およびトップリング１を上下動させる上下動機構１２４は
、軸受１２６を介してトップリングシャフト１１１を回転可能に支持するブリッジ１２８
と、ブリッジ１２８に取り付けられたボールねじ１３２と、支柱１３０により支持された
支持台１２９と、支持台１２９上に設けられたトップリング昇降モータ１３８とを備えて
いる。トップリング昇降モータ１３８は、ＡＣサーボモータから構成されている。トップ
リング昇降モータ１３８を支持する支持台１２９は、支柱１３０を介して揺動アーム１１
０に固定されている。
【００３０】
　ボールねじ１３２は、トップリング昇降モータ１３８に連結されたねじ軸１３２ａと、
このねじ軸１３２ａが螺合するナット１３２ｂとを備えている。トップリングシャフト１
１１は、ブリッジ１２８と一体となって上下動するようになっている。したがって、トッ
プリング昇降モータ１３８を駆動すると、ボールねじ１３２を介してブリッジ１２８が上
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下動し、これによりトップリングシャフト１１１およびトップリング１が上下動する。
【００３１】
　また、トップリングシャフト１１１はキー（図示せず）を介して回転筒１１２に連結さ
れている。この回転筒１１２はその外周部にタイミングプーリ１１３を備えている。揺動
アーム１１０の上面にはトップリング回転モータ１１４が固定されており、上記タイミン
グプーリ１１３は、タイミングベルト１１５を介してトップリング回転モータ１１４に設
けられたタイミングプーリ１１６に接続されている。したがって、トップリング回転モー
タ１１４を回転駆動することによってタイミングプーリ１１６、タイミングベルト１１５
、およびタイミングプーリ１１３を介して回転筒１１２およびトップリングシャフト１１
１が一体に回転し、トップリング１が回転する。なお、揺動アーム１１０は、フレーム（
図示せず）に回転可能に支持されたトップリング揺動シャフト１１７によって支持されて
いる。トップリング揺動シャフト１１７にはトップリング揺動モータ１１８が連結されて
いる。研磨装置は、テーブル回転モータ１０３、トップリング回転モータ１１４、トップ
リング揺動モータ１１８、トップリング昇降モータ１３８をはじめとする装置内の各機器
を制御する制御部５０を備えている。
【００３２】
　図１に示すように構成された研磨装置において、トップリング１は、その下面に半導体
ウエハＷなどの基板を保持できるようになっている。揺動アーム１１０はトップリングシ
ャフト１１７を中心として揺動可能に構成されており、下面に半導体ウエハＷを保持した
トップリング１は、揺動アーム１１０の揺動により半導体ウエハＷの受取位置から研磨テ
ーブル１００の上方に移動される。そして、トップリング１を下降させて半導体ウエハＷ
を研磨パッド１０１の表面（研磨面）１０１ａに押圧する。このとき、トップリング１お
よび研磨テーブル１００をそれぞれ回転させ、研磨テーブル１００の上方に設けられた研
磨液供給ノズルから研磨パッド１０１上に研磨液を供給する。このように、半導体ウエハ
Ｗを研磨パッド１０１の研磨面１０１ａに摺接させて半導体ウエハＷの表面を研磨する。
【００３３】
　次に、本発明の研磨装置におけるトップリング（研磨ヘッド）について説明する。図２
は、研磨対象物である半導体ウエハを保持して研磨テーブル上の研磨面に押圧する基板保
持装置を構成するトップリング１の模式的な断面図である。図２においては、トップリン
グ１を構成する主要構成要素だけを図示している。
　図２に示すように、トップリング１は、半導体ウエハＷを研磨面１０１ａに対して押圧
するトップリング本体２と、研磨面１０１ａを直接押圧するリテーナリング３とから基本
的に構成されている。トップリング本体２は、上部にあるトップリングフランジ２１と、
中間部にあるトップリングスペーサ２２と、下部にあるキャリア２３とからなっている。
トップリング本体２は、エンジニアリングプラスティック（例えば、ＰＥＥＫ）などの樹
脂やステンレス材などにより形成されている。トップリング本体２の下面には、半導体ウ
エハの裏面に当接する弾性膜（メンブレン）４が取り付けられている。弾性膜（メンブレ
ン）４は、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、ポリウレタンゴム、シリコンゴム等の
強度および耐久性に優れたゴム材によって形成されている。
【００３４】
　リテーナリング３はトップリング本体２の外周部に取り付けられている。リテーナリン
グ３は、トップリング本体２のキャリア２３に固定されたリング状のリテーナリングガイ
ド２５により、その上下動が案内されるようになっている。
【００３５】
　前記弾性膜（メンブレン）４は、最外周にある側壁４ｓと、側壁４ｓの内側にある同心
状の複数の隔壁４ｋとを有し、これら側壁４ｓおよび隔壁４ｋによって、メンブレン４の
上面とトップリング本体２の下面との間に円形状の第１圧力室５、環状の第２圧力室６、
環状の第３圧力室７が形成されている。すなわち、トップリング本体２の中心部に第１圧
力室５が形成され、中心から外周方向に向かって、順次、同心状に、第２圧力室６、第３
圧力室７が形成されている。トップリング本体２内には、第１圧力室５に連通する流路１
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１、第２圧力室６に連通する流路１２、第３圧力室７に連通する流路１３がそれぞれ形成
されている。そして、第１圧力室５に連通する流路１１、第２圧力室６に連通する流路１
２、第３圧力室７に連通する流路１３は、ロータリージョイント１２５（図１参照）を介
して圧力室加圧ライン（図示せず）にそれぞれ接続されている。各圧力室加圧ラインは、
圧力コントローラ（図示せず）を介して圧力流体源（図示せず）に接続されている。この
例では圧力室が３つだが、圧力室の数は研磨対象の膜種などで増減する。
【００３６】
　また、リテーナリング３の直上にも弾性膜（メンブレン）８によってリテーナリング圧
力室９が形成されている。弾性膜（メンブレン）８は、トップリングフランジ２１に固定
されたシリンダ２４内に収容されている。リテーナリング圧力室９は、トップリング本体
２内に形成された流路１５およびロータリージョイント１２５（図１参照）を介して圧力
室加圧ライン（図示せず）に接続されている。そして、この圧力室加圧ラインは、圧力コ
ントローラ（図示せず）を介して圧力流体源（図示せず）に接続されている。なお、リテ
ーナリングガイド２５とリテーナリング３間、リテーナリング３と弾性膜（メンブレン）
４間、およびシリンダ２４とリテーナリングガイド２５間には、それぞれシール部材が設
けられており、スラリー等の入り込みを防止するようにしている。
【００３７】
　図２に示すように構成されたトップリング１においては、上述したように、トップリン
グ本体２の中心部に第１圧力室５が形成され、中心から外周方向に向かって、順次、同心
状に、第２圧力室６、第３圧力室７が形成され、これら第１圧力室５、第２圧力室６、第
３圧力室７およびリテーナリング圧力室９に供給する流体の圧力を各圧力室加圧ラインに
設けられた圧力コントローラによってそれぞれ独立に調整することができる。各圧力コン
トローラは、制御部５０（図１参照）に接続されていて、それらの作動が制御されるよう
になっている。第１圧力室５の領域のメンブレン４は半導体ウエハＷの中央部を研磨パッ
ド１０１に押圧し、第２圧力室６の領域のメンブレン４は半導体ウエハＷの中間部を研磨
パッド１０１に押圧し、第３圧力室７の領域のメンブレン４は半導体ウエハＷの外周部を
研磨パッド１０１に押圧するようになっている。このような構造により、半導体ウエハＷ
を研磨パッド１０１に押圧する押圧力を半導体ウエハの領域毎に調整でき、かつリテーナ
リング３が研磨パッド１０１を押圧する押圧力を調整できる。
【００３８】
　次に、図１および図２に示すように構成された研磨装置による一連の研磨処理工程につ
いて説明する。
　トップリング１は基板受渡し装置から半導体ウエハＷを受け取り真空吸着により保持す
る。弾性膜（メンブレン）４には半導体ウエハＷを真空吸着するための複数の孔（図示せ
ず）が設けられており、これらの孔は真空源（図示せず）に連通されている。半導体ウエ
ハＷを真空吸着により保持したトップリング１は、予め設定したトップリングの研磨時設
定位置まで下降する。この研磨時設定位置では、リテーナリング３は研磨パッド１０１の
表面（研磨面）１０１ａに接地しているが、研磨前は、トップリング１で半導体ウエハＷ
を吸着保持しているので、半導体ウエハＷの下面（被研磨面）と研磨パッド１０１の表面
（研磨面）１０１ａとの間には、わずかな間隙（例えば、約１ｍｍ）がある。このとき、
研磨テーブル１００およびトップリング１は、ともに回転駆動されている。この状態で、
圧力室に圧力流体を供給して半導体ウエハの裏面側にある弾性膜（メンブレン）４を膨ら
ませ、半導体ウエハの下面（被研磨面）を研磨パッド１０１の表面（研磨面）に当接させ
、研磨テーブル１００とトップリング１とを相対運動させることにより、半導体ウエハの
研磨を開始する。そして、各圧力室５，６，７，９に供給する流体の圧力を調整すること
により、半導体ウエハＷを研磨パッド１０１に押圧する押圧力を半導体ウエハの領域毎に
調整し、かつリテーナリング３が研磨パッド１０１を押圧する押圧力を調整し、半導体ウ
エハの表面が所定の状態（例えば、所定の膜厚）になるまで研磨する。
【００３９】
　次に、メンブレン４により形成された各圧力室５，６，７に圧力流体を供給したときの
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メンブレン４の側壁４ｓおよび隔壁４ｋの挙動について説明する。隔壁４ｋおよび側壁４
ｓには、縦方向の伸びやすさに配慮した「く」の字状の折り返しが設けられている。
　図３（ａ）は、第１圧力室５と第２圧力室６に圧力流体を供給したときのメンブレン４
の隔壁４ｋの挙動を示す模式図である。図３（ａ）の上の図に示すように、第１圧力室５
と第２圧力室６に圧力流体を供給すると、メンブレン４に下方への圧力がかかり、図３（
ａ）の下の図に示すように、隔壁４ｋの折り返しが上下に伸びてメンブレン４の下面が下
方に膨らむ。このとき、隔壁４ｋの両側面に第１圧力室５と第２圧力室６の圧力が作用す
るのでバランスがとれ、隔壁４ｋの「く」の字状の折り返しの形がくずれることなく折り
返しの挟角が開くことにより隔壁４ｋが伸びる。図３（ａ）においては、第１圧力室５と
第２圧力室６の間の隔壁４ｋの挙動を示したが、第２圧力室６と第３圧力室７の間の隔壁
４ｋの場合も同様である。
【００４０】
　図３（ｂ）は、第３圧力室７に圧力流体を供給したときのメンブレン４の側壁４ｓの挙
動を示す模式図である。図３（ｂ）の上の図に示すように、第３圧力室７に圧力流体を供
給すると、メンブレン４に下方への圧力がかかり、図３（ｂ）の下の図に示すように、メ
ンブレン４の下面が下方に膨らむ。側壁４ｓは大気圧と研磨圧力（第３圧力室７の圧力）
の境界であることから、側壁４ｓの内外では大きな圧力差があるため、図３（ｂ）の上下
の図に示すように、側壁４ｓには、横方向の圧力がかかり、側壁４ｓは半径方向外側（横
方向）に膨らむ。このように、側壁４ｓが横方向に伸びてしまうと「く」の字状の折り返
しの形もくずれてしまい、縦方向への伸び易さが阻害されることになる。なお、側壁４ｓ
の横方向への膨らみを防ぐためには、側壁４ｓの剛性（肉厚）を上げればよいが、そうす
ると側壁４ｓの縦方向への伸び易さも阻害されることになる。
【００４１】
　図４（ａ），（ｂ），（ｃ）は、圧力室に圧力流体を供給する前後におけるメンブレン
４の状態を示す模式的な断面図である。なお、図４（ａ）、（ｂ）および（ｃ）において
は、トップリング１の半分を図示しており、メンブレン４の外周側にあるリテーナリング
３の図示を省略している。
　図４（ａ）は、いずれの圧力室にも圧力流体を供給していないときのメンブレン４の状
態を示す図である。図４（ａ）に示すように、圧力室に圧力流体が供給されていない場合
には、メンブレン４の下面はキャリア２３に近接した状態にある。
　図４（ｂ）は、第３圧力室７に圧力流体を供給したときのメンブレン４の状態を示す図
である。図４（ｂ）に示すように、メンブレン４の下面をフリーの状態にして第３圧力室
７に圧力流体を供給してメンブレン４の最外周のエリアを加圧すると、メンブレン４の最
外周のエリアＡｅは均一には伸びていないことが分かる。
　図４（ｃ）は、第１圧力室５、第２圧力室６および第３圧力室７に圧力流体を供給した
ときのメンブレン４の状態を示す図である。図４（ｃ）に示すように、メンブレン４の下
面に半導体ウエハＷを保持し、第１圧力室５、第２圧力室６および第３圧力室７に圧力流
体を供給すると、メンブレン４は膨らみ、半導体ウエハＷの下面を研磨パッド１０１に押
圧する。この場合、メンブレン４の最外周のエリアＡｅの伸びは、他のエリアの伸びに比
べてわずかに小さい。メンブレン４の最外周のエリアＡｅの伸び具合は、ウエハの加圧分
布に影響を与える。図４（ｃ）においては、メンブレン４の最外周のエリアＡｅとウエハ
との間に隙間が生じているように図示されているが、実際には隙間が生じなくても、加圧
力の損失は生じる。
【００４２】
　メンブレンの伸び易さは、ある一定の圧力をメンブレンの内側に加えた際の膨らみ量に
よって把握することができる。他にも硬度や肉厚、各部の寸法からも伸び易さを把握する
ことができるので、それら個別の測定から伸び易さとして指数化してもよい。例えばゴム
硬度の場合は材料ロットでその傾向が決まるので、ロットで管理することも可能である。
　以下に、メンブレンの膨らみを直接測定する方法について説明するが、伸び易さに関係
する要素であれば、それを下記方法に置き換えることができる。
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　メンブレンの伸び易さには個体差がある。そこで、製造されたメンブレンを出荷する前
、もしくはユーザーが装置に取り付ける前などに、ある一定の加圧条件下における膨らみ
を測定する。この時、メンブレンの表面には何の障害物も無い状態で加圧するのがよく、
圧力を加える為にメンブレンをセットする治具、常に等しい圧力を加える為の制御機器、
正確に測定するためのセンサ類（接触式または非接触式）、等配で測定する為の回転治具
、などの各種機器類を用意する。
【００４３】
　図５は、メンブレンの伸び量を測定する一例を示す模式図である。図５に示す例におい
ては、メンブレンの伸び量を測定する手段として、接触式測距離センサ５２を用いている
。
　膨らんでいない状態、もしくは取付治具の位置を原点として、メンブレン内部に圧力を
加えて膨らませた時の変化量を測定する。図５では、トップリングと同様の構造を有する
取付治具５１にメンブレン４を取り付け、最外周の圧力室７に圧力流体を供給することに
よりメンブレン４を膨らませ、原点からのメンブレンの伸び量（ΔＬ）を接触式測距離セ
ンサ５２で測定する。測定箇所は一箇所でも良いが、測定のばらつきや特異点の影響を排
除するために、等配で複数、もしくは全周をスキャンする形で平均値を出しても良い。研
磨レートのばらつきは基板の外周縁部に発生することが多いので、伸びの測定もメンブレ
ン外周縁部を集中的に測定するのが良いが、それは管理したいばらつきがどこに存在する
のかで決めることになる。但し、メンブレンの構造によっては、ばらつきの発生する部分
以外を測定した方が伸び易さの傾向をより確実に把握できる場合も考えられる。
【００４４】
　ここでは、メンブレンの内側をある一定圧力で加圧したときメンブレンの伸び易さにば
らつきが生じることを考慮して、メンブレンの半径方向に所定範囲ごとにメンブレンの伸
び量を測定する。メンブレンの特定の範囲（エリア）における伸びが他の範囲より研磨レ
ートに与える影響が大きいという場合には、メンブレンの伸び量の測定結果に応じて所定
の重み付けを行う。
　例えば、メンブレンの最外周の範囲（エリア）で測定したメンブレンの伸び量をＸ１、
半径方向やや内方の範囲（エリア）で測定したメンブレンの伸び量をＸ２、より内方の範
囲（エリア）で測定したメンブレンの伸び量をＸ３とする。それぞれの測定結果Ｘ１、Ｘ

２、Ｘ３に対する重み付け係数をａ、ｂ、ｃとする。ここでは、最外周部の測定結果に対
する重み付け係数ａが最も大きな数値に設定されている。重み付けした結果のメンブレン
の平均伸び量は、（ａＸ１＋ｂＸ２＋ｃＸ３）／（ａ＋ｂ＋ｃ）で求められる。
　被測定部はメンブレン表面がもっとも研磨レートとの相関を取りやすいが、側壁自体の
伸び、もしくは側壁の横方向伸びを測ってもよい。
【００４５】
　図６は、メンブレンの伸び量を測定する他の例を示す模式図である。図６に示す例にお
いては、メンブレンの伸び量を測定する手段として、非接触式測距離センサ５３を用いて
いる。非接触式測距離センサ５３には、例えばレーザ式測距離センサがあり、非接触でメ
ンブレンの伸び量（ΔＬ）を測定することができる。メンブレン４にレーザが透過しない
、もしくは透過しないような工夫を施して光学的に膨らみを捉えてもよい。この場合、ス
ポット測定ではなく、ある幅を持ってその膨らみのカーブを測定する方法もあり、この方
法を用いれば、より精密に膨らみ易さを測定・管理することができる。接触式測距離セン
サでも同様のことが可能であるが、測定子の自動送り制御などの測定時間を短縮する方法
が望まれる。非接触式測距離センサには、レーザ式測距離センサの他に超音波センサも使
用可能である。
【００４６】
　図５および図６に示すように測定した伸び易さは、単位がｍｍである。この情報を研磨
レートの補正に使うには、換算式が必要となる。
　図７（ａ）～（ｃ）は、メンブレンの伸び測定結果と研磨レートとの関係を示すグラフ
、研磨圧力と研磨レートとの関係を示すグラフ、およびメンブレンの伸び測定結果と補正
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後の研磨圧力の関係を示すグラフである。
　ここでは、簡略化して説明するが、例えば１００ｈＰａの圧力で加圧した際のメンブレ
ンの膨らみを測定したら、伸びが４．５ｍｍ、５．５ｍｍ、５.０ｍｍという測定結果が
出たとする。この伸びが最小の個体である４．５ｍｍ品、中間の５ｍｍ品、最大の５．５
ｍｍ品、さらにその間を埋める個体について、それぞれ面圧２００ｈＰａで研磨テストを
実施して、研磨レートを測定する。図７（ａ）に示すように、４．５ｍｍ品のエッジエリ
ア（例えば最外周２～３ｍｍ）の研磨レートの平均が４５０ｎｍ／ｍｉｎ、５ｍｍ品が５
００ｎｍ／ｍｉｎ、５．５ｍｍ品が５５０ｎｍ／ｍｉｎという結果が出て、その間にも比
例関係が成り立っているとする。更に、このエッジエリアの研磨レートを±５０ｎｍ／ｍ
ｉｎさせるのに必要な圧力変化が２００±２０ｈＰａだったとする。この場合、基本的に
圧力が高い方が研磨レートは大きい。すなわち、図７（ｂ）に示すように、圧力が１８０
ｈＰａのとき、研磨レートは４５０ｎｍ／ｍｉｎ、２００ｈＰａのとき５００ｎｍ／ｍｉ
ｎ、２２０ｈＰａのとき５５０ｎｍ／ｍｉｎということができる。
【００４７】
　これらの結果に比例の関係があるのであれば、面圧２００ｈＰａの時で伸び量の差±０
．５ｍｍは、圧力に換算すると±２０ｈＰａという関係が成り立つ。このような条件下で
、伸び測定結果が５ｍｍのメンブレン（５ｍｍ品）を用いて加圧圧力が２００ｈＰａとい
う研磨条件を採用した場合、図７（ｃ）に示すように、伸び測定結果が４．５ｍｍのメン
ブレン（４．５ｍｍ品）を取り付けたのならエッジ部の圧力を２２０ｈＰａに補正し、５
．５ｍｍのメンブレン（５．５ｍｍ品）を取り付けたのならエッジ部の圧力を１８０ｈＰ
ａに補正することで、伸び測定結果が５ｍｍのメンブレン（５ｍｍ品）を用いて加圧圧力
が２００ｈＰａの時と等しい研磨結果を得ることができる。つまり、この場合の伸びに対
応する補正後の研磨圧力（研磨量を一定に保つ為）の関係式は、
（１）補正後の研磨圧力（ｈＰａ）＝－４０（ｈＰａ／ｍｍ）×伸び測定結果値（ｍｍ）
＋４００（ｈＰａ）
となる（図７（ｃ）参照）。
　また、上記研磨テストの結果を図７（ａ）に示すように、研磨圧力２００ｈＰａ時の伸
びと研磨レートの関係式は、
（２）研磨レート（ｎｍ／ｍｉｎ）＝１００（ｎｍ／（ｍｉｎ×ｍｍ））×伸び測定結果
値（ｍｍ）
　さらに、図７（ｂ）に示すように、伸び測定結果５ｍｍのメンブレンを使用した際の研
磨圧力と研磨レートの関係式は、
（３）研磨レート（ｎｍ／ｍｉｎ）＝２．５（ｎｍ／（ｍｉｎ×ｈＰａ））×（研磨圧力
（ｈＰａ）
となり、（１）の式は（２）と（３）の関係から導かれるものである。
尚、これらの式が適用できるのは上記式で近似される範囲のみとなる。
【００４８】
　装置に伸びが測定されたメンブレンを取り付けた際、上記式で求めた研磨圧力を研磨レ
シピに反映することになる。研磨レシピには、研磨時間、基板の研磨圧力、リテーナリン
グの圧力、研磨テーブルとトップリングの回転数、スラリーの流量、ドレッシング圧力、
ドレッシングの回転数等が含まれ、伸び測定結果を考慮してこれらの値が決められる。し
かしながら、レシピが多数存在し、基板一枚の研磨で複数の研磨条件（研磨ステップ）を
もつ場合、その入力工数は非常に多く、その作業費（人件費）や装置のダウンタイムを増
やす結果となる。
　そこで、装置には伸び易さの測定結果をｍｍ単位、もしくは数値化された値（伸び易さ
を表すパラメータで、硬度（度数）と伸び量（ｍｍ）などから導かれる）を入力すること
によって、装置が研磨レシピを自動的に補正するようなソフトを導入する。この場合、上
記式は中心圧力が２００ｈＰａの場合であるが、伸び易さの影響度合いは研磨圧力が低い
程高く、研磨圧力が高くなればその影響は相対的に低くなる。
【００４９】
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　例えば、上記特定の研磨条件下におけるメンブレンの伸び易さの影響度合いが、面圧２
００ｈＰａ時を１として、面圧３００ｈＰａで０．７、面圧１００ｈＰａでは１．３であ
るとする。この影響度合いに比例の関係があるとすると、これらの関係式は以下のように
なり、
　研磨圧力＝レシピ設定圧＋
（レシピ設定圧／５）（１．６－レシピ設定圧×０．００３）（５－伸び測定結果値）
で表現される。
　すなわち、上記の例では補正要素として、メンブレンの伸び５ｍｍを基準とした場合の
伸び１ｍｍ当たりのレシピ設定圧の値(レシピ設定圧／５）、影響度合い（１．６－レシ
ピ設定圧×０．００３）および測定したメンブレンの伸びが基準の５ｍｍよりどれだけ伸
びているか短いか（５－伸び測定結果値）を加味している。ここで、影響度合いは、面圧
１００ｈＰａから３００ｈＰａの間の影響度合いからレシピ設定圧に相当する影響度合い
（レシピ設定圧×０．００３）を引いている。
　この例ではメンブレンに合わせた研磨圧力を求めることを前提としたが、他の伸び易さ
を補えるような要素、例えばメンブレンの位置（トップリングの高さ）を上げ下げすれば
、より直接的に補正が可能となる。もちろん単純に考えれば伸びない量をそのまま補えば
良い場合もあると考えられるが、研磨対象物の有無（膨らみの自由度）もあるので、やは
り何らかの換算式が必要になる。
【００５０】
　メンブレンの伸び易さを補正する手段として上記の他には、研磨時のエアバック圧力（
圧力室の圧力）の変更、リテーナリングの面圧変更などで基板に作用する研磨圧力を補正
する手段、スラリーの流量、研磨テーブルの温度、研磨テーブルやトップリングの回転数
など、研磨作用の変更で補正する手段もあり、当然これらを組み合わせてもよい。
　更にメンブレンの個体差も長期使用によって変化していくので、処理枚数や総研磨時間
に合わせて上記影響度合いを変化させていくなどとしてもよい。
【００５１】
　次に、メンブレンの伸び易さの補正なしの場合と補正有りの場合におけるトップリング
の圧力コントロールの相違および装置の操作手順の相違について図８および図９を参照し
て説明する。
　図８において左側の図は、メンブレンの伸び易さの補正なしの場合の圧力コントローラ
の制御方法を示す図である。同図に示すように、研磨レシピを入力すると、装置コントロ
ーラ（制御部）は、レシピ通りに指令値を算出し、算出された指令値をＤＡコンバータに
出力して圧力コントローラを制御し、トップリング１の各圧力室の圧力を制御する。
　図８において右側の図は、メンブレンの伸び易さの補正有りの場合の圧力コントローラ
の制御方法を示す図である。同図に示すように、研磨レシピを入力すると、装置コントロ
ーラ（制御部）は、入力されたメンブレンの伸び易さを考慮した指令値を算出し、算出さ
れた指令値をＤＡコンバータに出力して圧力コントローラを制御し、トップリング１の各
圧力室の圧力を制御する。したがって、メンブレンの伸び易さを考慮して最適な研磨圧力
で研磨することができる。
【００５２】
　図９において左側の図は、メンブレンの伸び易さの補正なしの場合に起こりうる操作手
順を示す図である。同図に示すように、使用していたメンブレンが消耗したら新たなメン
ブレンに交換する。すると、研磨プロファイルが変化して、ウエハ表面の膜厚の平坦度な
どを検査する工程で不良品が出てしまい、生産を一時停止することになる。そのため、研
磨プロファイルを確認し、補正量をチューニングする。そして、レシピを変更し、生産を
再スタートする。
　図９において右側の図は、メンブレンの伸び易さの補正有りの場合の操作手順を示す図
である。同図に示すように、メンブレン製造時に伸び量、材料特性を測定する。そして、
測定結果から伸び易さを指数化する。装置にメンブレンを装着する際に、メンブレン固有
の伸び易さの指数を装置に入力する。装置はその数値に基づいて、レシピを補正して研磨
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する。したがって、メンブレンを替えても、研磨プロファイルは変化しない。
【００５３】
　上記実施形態はメンブレンの伸び易さを装置搭載前に測定するものであるが、装置に取
り付けた状態で測定する方法もある。この場合、測定機器・測定箇所は前出と同様である
が、注意しなければならないのはメンブレン表面が水やスラリーで濡れている為、特に非
接触式の測定器の場合はこの水を除去しなければならない。そこで、メンブレン表面を圧
縮空気などで吹くことで、水分を除去するなどしてもよい。測定センサは基板受渡し装置
（プッシャ）もしくは研磨テーブル脇など、トップリングが揺動する範囲に設置する。
【００５４】
　図１０は、研磨装置上でメンブレンの伸び量を測定する方法を示す模式的側面図である
。
　図１０に示すように、メンブレンの伸び量を測定する測距離センサ５５は、研磨テーブ
ル１００に隣接して研磨テーブル１００の側方に設置されている。測距離センサ５５は接
触式又は非接触式センサからなっている。また、トップリング１が揺動する範囲であって
トップリング１の下方には、洗浄ノズル５６が設置されている。洗浄ノズル５６は、純水
、圧縮空気、Ｎ２を噴射することができるようになっている。洗浄ノズル５６から噴射さ
れる純水、圧縮空気、Ｎ２は、必要に応じて使い分けることができるようになっている。
例えば、研磨後にメンブレン４の伸び量を測定したい場合には、洗浄ノズル５６から純水
を噴射してメンブレン４を洗浄してメンブレン４からスラリーを除去し、洗浄後に圧縮空
気又はＮ２をメンブレン４に吹きつけてメンブレン４から水分を除去し、その後、測距離
センサ５５によりメンブレン４の伸び量を測定する。なお、図１０には、研磨液（スラリ
ー）を研磨パッド１０１上に供給する研磨液供給ノズル１０２が図示されている。
【００５５】
　図１１（ａ），（ｂ）は、研磨装置上でメンブレンの伸び量を測定する方法を示す模式
的平面図である。トップリング１は揺動アーム１１０によって研磨位置（図１１（ａ）に
示す）と測定位置（図１１（ｂ）に示す）との間を揺動可能になっている。そして、トッ
プリング１が測定位置に揺動したときに、図１０に示すように、測距離センサ５５によっ
てメンブレンの伸び量が測定されるようになっている。なお、測定前に洗浄ノズル５６に
よってメンブレンを洗浄することは、前述したとおりである。
【００５６】
　図１０および図１１に示す方法によってメンブレンの伸び量を測定するタイミングは、
メンブレンを取り付けた直後と、その後ある周期をもって定期的に測定し、測定後はその
結果から補正をしていく。
　メンブレンの個体差は長期使用によって変化していくので、同様に処理枚数や総研磨時
間に合わせて上記影響度合いを変化させていくなどとしてもよいが、都度もしくは周期的
に測定をすることで確実に補正をすることも可能である。
　また、メンブレンと基板との距離を一定に保つことが研磨の安定性確保には望ましい。
これはリテーナリングがトップリング本体から上下に独立して動作できる機構とトップリ
ング本体が研磨面に対して距離を一定にできる機構が備わっていれば可能である。よって
、望ましい形態としては、この様な構成でメンブレンの必要な伸び量と伸び易さを一定に
するか、本発明のように把握された伸び易さからレシピを補正する。
【００５７】
　更に、メンブレンの伸び易さを個体差だけでなく、１個の個体の中での傾向を把握する
ことで、研磨プロファイルに現れる円周方向の研磨ばらつきも補正することができる。メ
ンブレンの製造過程で生じる膨らみのばらつきは、円周方向で極大値と極小値が１８０度
の位相を持つことが多い。これは、金型を組み合わせた際の遊びがある一方に寄ってしま
うため、肉厚部と肉薄部が生じる為である。つまり、肉厚部は伸びにくく、肉薄部は伸び
易い。この様な場合、トップリングをその伸びの差分だけ傾けることで、円周方向で均一
な研磨プロファイルを確保することが可能である。
【００５８】
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　図１２（ａ），（ｂ）は、トップリングを傾ける方法を示す模式的断面図である。図１
２（ａ）に示すように、トップリング１のトップリングスペーサ２２とキャリア２３にス
ペーサ溝２２ｇ，２３ｇを設け、メンブレン４をトップリング１に取り付ける際にどこが
伸びにくい場所かを把握し、メンブレンの伸び難さ極大値のある場所（位相）に対応した
位置にスペーサ６０を装着する。このようにスペーサ６０をメンブレンの伸び難さ極大値
のある場所（位相）に配置することにより、図１２（ｂ）に示すように、トップリングス
ペーサ２２とキャリア２３間に隙間を生じさせることができ、メンブレンを装置に取り付
けた際にそこが研磨テーブルに対して近づく様に傾けて取り付けることができる。傾ける
他の具体的な手段としては、トップリングシャフト１１１とトップリング１の間に傾斜の
ついたスペーサを入れる、トップリングシャフト１１１のボールスプラインナット部の取
り付け部を傾ける、などがある。傾ける量は基本的にわずかであるので、例えば、キャリ
ア２３とトップリングスペーサ２２の間にシムを入れるなどしてもよい。予め傾けること
を前提として設計すれば、シムが安定して嵌まる様にザグリを用意しておいても良い。尚
、この程度の隙間であればトップリングスペーサ２２とキャリア２３間にある配管の接続
部のＯリング類も機能を失うことはない。
【００５９】
　また、ばらつきを補正する方法として上記メンブレンを傾けるのではなく、リテーナリ
ングの面圧分布を変える方法もある。これは、例えばリテーナリング面圧を発生させるリ
テーナリング圧力室を円周方向で３分割し、分割された各圧力室を独立して圧力制御する
ことでリテーナリングの面圧分布を変化させることが出来る。
　図１３（ａ），（ｂ），（ｃ）は、リテーナリング圧力室を３分割または６分割した例
を示す図である。図１３（ａ）は、３個のリテーナリングエアバックを設けることにより
３個のリテーナリング圧力室９ａ，９ｂ，９ｃを形成している。図１３（ｂ）は、６個の
リテーナリングエアバックを設けることにより６個のリテーナリング圧力室９ａ，９ｂ，
９ｃ，９ｄ，９ｅ，９ｆを形成している。なお、リテーナリング３も圧力室に対応して３
分割又は６分割されていることは勿論である。
　図１３（ｃ）は、分割されたリテーナリング圧力室およびリテーナリングを備えたトッ
プリング１を示す断面図の例である。図１３（ｃ）に示すように、各リテーナリング圧力
室を構成するリテーナリングエアバックは、図２と同様に弾性膜（メンブレン）８によっ
て形成されている。
　また、各リテーナリング圧力室９ａ～９ｃ（図１３（ａ）），９ａ～９ｆ（図１３（ｂ
））は、個別の流路１５ａ～１５ｃ（図１３（ａ）），１５ａ～１５ｆ（図１３（ｂ））
を介して加圧ライン（図示せず）に接続されている。
【００６０】
　図１３（ａ）～（ｃ）に示すように、リテーナリング圧力室を３分割又は６分割する場
合も、上記シムで傾ける方法と同様に、メンブレンを取り付けた際にどの位相に膨らみや
すさの極大値、もしくは極小値が存在するかを確認し、例えば膨らみが小さい、つまり研
磨レートが小さくなってしまう範囲でリテーナリング面圧が小さくなるようにリテーナリ
ング圧力室の圧力を制御し、逆に膨らみが大きい、つまり研磨レートが大きくなってしま
う範囲でリテーナリング面圧が大きくなるようにリテーナリング圧力室の圧力を制御する
。これは、リテーナリング面圧が小さいと基板のエッジ部研磨レートが上昇する場合であ
るが、研磨プロセスが異なれば逆の傾向もあるので、上記大小の関係はこの例ばかりでは
ない。
【００６１】
　これまで本発明の実施形態について説明したが、本発明は上述の実施形態に限定されず
、その技術思想の範囲内において、種々の異なる形態で実施されてよいことは勿論である
。
【符号の説明】
【００６２】
　　１　　トップリング



(15) JP 5677004 B2 2015.2.25

10

20

30

40

　　２　　トップリング本体
　　３　　リテーナリング
　　４　　弾性膜（メンブレン）
　　４ｋ　隔壁
　　４ｓ　　側壁
　　５　　第１圧力室
　　６　　第２圧力室
　　７　　第３圧力室
　　８　　弾性膜（メンブレン）
　　９　　リテーナリング圧力室
　１１，１２，１３，１４１５　　流路
　２１　　トップリングフランジ
　２２　　トップリングスペーサ
　２２ｇ，２３ｇ　　スペーサ溝
　２３　　キャリア
　２４　　シリンダ
　２５　　リテーナリングガイド
　５０　　制御部
　５１　　取付治具
　５２　　接触式測距離センサ
　５３　　非接触式測距離センサ
　５５　　測距離センサ
　５６　　洗浄ノズル
　６０　　スペーサ
１００　　研磨テーブル
１０１　　研磨パッド
１０１ａ　研磨面
１０２　　研磨液供給ノズル
１０３　　テーブル回転モータ
１１０　　揺動アーム
１１１　　トップリングシャフト
１１２　　回転筒
１１３　　タイミングプーリ
１１４　　トップリング回転モータ
１１５　　タイミングベルト
１１６　　タイミングプーリ
１１７　　トップリング揺動シャフト
１１８　　トップリング揺動モータ
１２４　　上下動機構
１２５　　ロータリージョイント
１２６　　軸受
１２８　　ブリッジ
１２９　　支持台
１３０　　支柱
１３２　　ボールねじ
１３２ａ　ねじ軸
１３２ｂ　ナット
１３８　　トップリング昇降モータ
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